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Challenge to establish sustainable
mobility ecosystem

-Academic collaboration and practice-
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モビリティ・オペレーションの変革

シェア所有

自動運転

手動運転

現状

既存の自動車産業

オンデマンドオペレーター
新規参入カーシェア業者

将来 エコシステム

学の役割
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東京大学モビリティ・イノベーション連携研究機構
(UTmobI)
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ITS R&R フィールド
（生研附属大規模実験高度解析推進基盤：LEAP)
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自動運転ベンチャーによる活用
(２０１９年度東京大学柏キャンパス一般公開の様子)
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自治体

モビリティ・イノベーション推進連絡協議会

ベンチャー

産業界

国内他大学
研究者

JARI

AIST

NTSEL

官・行政

日本大
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金沢大

群馬大

東京農工大
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(モビリティ・イノベーション連携研究機構) 横浜国大

新領域創成
科学研究科

情報理工学
系研究科

空間情報科学
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研究センター

先端科学技術
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法学政治学
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モビリティ・イノベーション連絡会議

法政大
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立命館

中央大

早稲田大

大阪大

自動運転技術を用いたSustainable Mobility(仮称) 
フレームワークの体制

広島大



7

Level 4 モビリティサービス実用化検討会

連携

自治体
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(モビリ ティ ・ イノ ベーショ ン連携研究機構) 横浜国大

新領域創成
科学研究科

情報理工学
系研究科

空間情報科学
研究センター未来ビジョン

研究センター

先端科学技術
研究センター

法学政治学
研究科

工学系
研究科

JSTSCJ

モビリティ ・ イノ ベーショ ン連絡会議
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広島大

ITS Japan

自動運転研究会

プロジェクト型委員会

統合的移動サービスPJ

内閣官房

地方自治体
大津市、
双葉町、等
地域ITS団体
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国際連携活動〜欧州SHOWプロジェクトとの連携〜

 ITS Japanと連名でNDAを締結

 具体的な連携項目につき議論を開始
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※国土地理院の地理院タイルに実証実験ルート(緑線)を追記して掲載

自動運転バスで駅と大学を結ぶ

大学

鉄道駅

自動運転バス長期営業運行実証実験（柏市）

 2019年11月1日から長期に渡る運行
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※この地図は，地理院地図（電子国土Web）地形図を使用したものである．

◆路面電車４両

◆路線バス３台

（３） 実験場所実験車両・実験箇所

白島

八丁掘

紙屋町

江波

舟入本町

広島駅

横川駅

市役所前

千田町3丁目
（広電本社前電停）

凡例

： 路面電車運行経路)

： バス運行経路

： 路面電車，バス併走区間

： 信号制御対象交差点(R01整備済)

： 〃 候補交差点(R02整備予定)

支援モニタ(HMI)

車載装置

760MHz ・GNSSアンテナ

支援モニタ(HMI)

車載装置

760MHz ・GNSSアンテナ

通信型ITS実証プロジェクトの取り組み（広島市）

実験車両の運行経路，配置

出典：通信型ＩＴＳによる公共交通優先型スマートシティ構築事業 資料（令和2年10月）
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クラウドサーバ

路面電車 自動車 バス歩行者信号機

路車間通信

車車間通信

インターネット

センサ 車車間通信

汎用通信 汎用通信

汎用通信

汎用通信

安全運転支援システム
イメージ

通信型ＩＴＳ車載器・
支援モニタ（HMI）

通信型ＩＴＳ路側機

通信型ITS実証プロジェクトの取り組み（広島市）

出典：通信型ＩＴＳによる公共交通優先型スマートシティ構築事業 資料（令和2年10月）
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自動運転技術を用いたSustainable Mobility（仮称）
フレームワーク

• 自動運転技術の社会

実装に向けた受容性醸成

プロセスの検討

•自動運転技術の現場に即

した社会実装手法の検討

•自動運転の社会実装に向

けた社会経済インパクト

• の検討

•コロナ禍におけるモビリ

ティのあり方を考慮した自

動運転社会の将来像

社会経済
インパクト

新しい
モビリティ
のあり方

社会実装
手法の構築

Sustainable Mobility(仮称)

受容性
の醸成
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ポストコロナに向けたモビリティ・ビジョン

 需要平準化に向けた取り組みとそれによって発生した余裕の活用

 公共交通事業における公的主体の一層の関与

 新たな移動サービスの技術開発・普及導入とMaaSによる統合型モビリティ
サービスの実現

 物流の効率化，生産性向上に貢献する技術開発，制度設計

 依然として存在する移動需要への対応

上記施策の中には，従来，実行したくてもできなかったものも少なくないが，感染症
対策に端を発する社会の大規模変化は，こうした諸課題の解決を一気に進める好
機である。

提言
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まとめ

 Mobility Innovation の実現を目指し学学連携を進めるため、

UTmobI、モビリティ・イノベーション連絡会議を設立

 連携推進のためモビリティ・イノベーション連絡会議を通して
Sustainable Mobilityの取り組みを推進

 実装された自動運転の維持にはエコシステムの構築が重要

 柏市や広島市で実証実験を実施


